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研究成果の概要（和文）：発達障害を持つ児童の両親と、これらの児童を教育する特別支援学校

の教員の精神的ストレスを低減するための介入研究を実施した。用いた方法は米国で開発され

たマインドフルネス・ストレス低減法を、連携研究者の協力を得て、より実施しやすい形に修

正を加えたものである。事前調査を経て 2011 年７～8 月にセミナー形式で介入を実施し、2012

年 2 月末まで、精神状態の追跡調査を行った。調査期間終了までに、不安、抑うつ、および主

観的健康度において、親、教師ともに統計学的に有意な変化は認めなかった。 

 
研究成果の概要（英文）：A modified version of the Mindfulness-Based Stress Reduction 

therapy was conducted on teachers in special education school and parents having children 

with developmental disorders during the period from July to August 2011. Mental state of 

the participants was followed until February 2012. Anxiety, depression, and self-reported 

mental health as well as physical health did not significantly change during the study 

period.  
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１．研究開始当初の背景 

親や教員にとって、自閉症や注意欠如多動
性障害等の発達障害を持つ子どもの養育に
は多大な精神的ストレスがかかることが容
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易に推測できる。近年の研究により、これら
の発達障害には遺伝的要因が大きく関与す
ることが明らかになりつつある。このため親
自身が対人関係構築の困難を特徴とする発
達障害の素因を有していることもしばしば
あり、親子関係をうまく構築できないことが、
養育ストレスの増加に拍車をかけている可
能性がある。学校の教職員もこうした親との
人間関係に起因するストレスや、発達障害の
子供の教育の困難さに伴うストレス双方に
さらされていることが推察できる。こうした
要因により、親や教師の精神状態が悪化する
と、子供に対する不適切な叱責や虐待などに
より、子供との関係が著しく悪化することが
ある。結果として、発達障害を持つ子供自身
の対人関係性の構築に悪影響を及ぼし、子供
の精神状態が悪化することが、ますます親や
教師のストレス増大につながるという悪循
環に陥りやすい。 

 こうした背景を踏まえ、我々はこのような
親子関係の修復や改善さらには、より質の高
い親子関係を構築する手段としてマインド
フルネスという概念に注目した。マインドフ
ルネスとは、今起こっている事象に対して意
識的に注意を向け、その現象の価値を、判断
することなくありのままに受け止めること
である。東洋における禅の伝統的思想に基づ
く、「今、この瞬間」に意識を集中させると
いう手法に立脚するこの心身の調整技法は､
1980 年代初頭から、米国マサチューセッツ
大学医学部附属病院のストレスクリニック
で Mindfulness-Based Stress 

Reduction(MBSR,マインドフルネス・ストレ
ス低減法)として体系的にプログラム化され、
難治性の慢性疼痛などの自覚症状や、臓器移
植に付随する心理的諸問題、さらには気分障
害や不安障害などの精神疾患を効果的に改
善できる行動医学プログラムとして確立さ
れた。その後、多方面の臨床医学でのエビデ
ンスの蓄積により、代替医療としての高い評
価が定着するとともに、教育や生活習慣矯正
などにも応用されている。 

実際の MBSR は 8 週間のプログラムから
なり、毎日一定の時間を定めて瞑想などのト
レーニングを行うもので、初心者が日常生活
の中で自然に行うのは難しいと考えられた
ため、本研究では MBSR の考え方を踏襲し
つつより自然な形で、日常の生活の中に組み
込める方法を開発した。 

 

２．研究の目的 

マインドフルネス・ストレス低減法の考え
方に基づくライフスタイルの実践が、発達障
害児童を持つ子供の両親および発達障害児
童の教育に携わる教員の精神的ストレスの
低減に寄与するか否かを判定すること。 

 

３．研究の方法 

（１）対象 
①親 
和歌山県内の発達障害児童の親の会に所属
する会員 48 名に研究への参加を依頼し、22
名（男性 6名、女性 16 名、平均年齢 45.5±
4.6 歳）から同意を得た。 
 
②教員 
大阪府内の特別支援学校中学部の教員 51 名
に参加を依頼し、17 名（女性 13 名、男性 4
名、平均年齢 36.8±11.4 歳）から同意を得
た。 
 
（２）介入方法の概要 
事前調査で対象者の精神状態を把握し、マイ
ンドフルネスの概要を解説した本（マインド
フルネス・ストレス低減法、J.カバットジン
著、春木豊 訳）を配付後、2011 年 7 月～8
月にかけて、セミナー形式で、一回当たり 2
時間計 3 回、マインドフルネスを日常生活に
自然に取り入れるヒントを紹介した。その後
は定期的に月に一回、ストレス評価のための
心理テストを実施した。尚、2011 年 11 月に、
ストレス対処をテーマに春木豊氏による特
別講演を実施した。以下に調査および介入の
流れを示す。 
 
事前調査（MINI, STAI, CES-D, CBCL)       
 ↓ 
セミナー（1回 2時間×３）2011 年 7～8月    
 ↓ 
特別セミナー （春木豊 氏）2011 年 11 月 
 ↓ 
2012 年 2 月末、最終調査（CBCL、ライフイベ
ント) 
 
＊STAI、CES-D、SF-8 をセミナー開催の都度、
９月以降は毎月末に施行した。 
 
（３）心理的ストレスおよび主観的健康観の

評価指標 
1. 不安：State-trait Anxiety 

Inventory(STAI)。その時々の不安
状態を示す状態不安と、不安になり
やすい性格特性を評価する特性不
安の両尺度を用いた。高得点であれ
ば不安が高いことを示す。 

2. うつ：Center for Epidemiologic 
Studies Depression Scale (CES-D)。
60 点満点で 16 点以上が抑うつ状態
と評価される。 

3. 主観的健康観：SF-8 （身体、精神
の両尺度を含む）。高得点であれば、
健康度が高いことを示す 
 

 ＊この他、事前調査として、親と教員を対



 

 

象に精神疾患簡易構造化面接（MINI）を、ま
た子供の問題行動を把握するために Child 
Behavior Check List の記入を、介入の前後
に母親に依頼した。 
 
（４）セミナー欠席者への対応 
1. セミナーは全て録画し、欠席者も含め全

員に DVD で配布した。 
2. 希望者（親 11/22 名、教員 5/17 名）に

対して定期的に復習のメールを送信し
た。 

3. セミナーや復習ネールの内容をまとめ
たホームページを開設し、自由に閲覧で
きるようにした。 

 
（５）セミナーの骨子 
2011 年 5～7 月に、医学部学生を対象に実施
した予備調査の結果、MBSR の実践は大きな時
間的束縛を伴うことが、改めて判明した。こ
のため、MBSR の理念を踏襲しつつ、連携研究
者の大賀英史氏が、より自然に生活に取り入
れやすいプログラムを開発した。3回にわた
って行ったセミナーの骨子は以下の 3点であ
る。 
 
1. 心のセルフケア 

心配や後悔を減らし、日々の満足度を高
める。 

2. 対人関係 
対人関係でのストレスをなくす 

3. 子育て・健康・仕事・勉強 
これらの業務の能率アップを図り、達成
感を得る。 

 
（６）統計解析 
反復測定分析を用いた。Dunnett の方法によ
る多重比較により、各評価尺度について、初
期値と、調査期間中の各時点での値を比較し
た。  
 
４． 研究成果 
 
(1) 母親の不安および抑うつと子供の問題行

動の関連性 
事前調査において実施した、母親の特性不安
および抑うつと、子供の問題行動の関連性に
ついての結果を表 1に示す。 
 
表 1.母親の抑うつおよび特性不安と児童の
問題行動の関連性 

 内向 P 外向 P 総合 Ｐ 

抑うつ 0.22 0.42 0.67 0.004 0.49 0.05 

特性不安 0.36 0.17 0.62 0.01 0.55 0.03 

N=16. P 値以外の数値はピアソンの相関係数を示

す。 

 

子供の問題行動の中で、攻撃的・破壊的行動を特

徴とする外向的問題行動が、母親の抑うつ症状お

よび不安になりやすい性格特性に関連しているこ

とが明らかになった。 

 
(2）状態不安 
親と教員における状態不安得点の推移を表 2
に示す。初期段階で両群とも（特に親におい
て）、高い値を示していたが、調査期間中、
親においては漸減傾向を示した。教員におい
ては、傾向は一定せず、セミナー期間中とセ
ミナー後 4 か月時点で低い傾向が見られた。 
 
表 2．親と教員における状態不安の推移 

 B S1 S2 S3 A1 A2 A3 A4 A5 A6 

親 45 44 45 41 40 41 40 39 39 40 

教員 39 38 33 36 40 37 34 33 34 44 

B:初期値、S1-3 はセミナー期間中を、A1-6 はセミ

ナー後１ヶ月～６ヶ月をそれぞれ示す。 親：P

＝0.62、教員：P＝0.64 

 

ただし、前者は夏休み中、後者は体育大会な
ど大規模な学校行事が終わった後であった
ため、教員の状態不安の改善は、セミナーの
効果よりもむしろ、業務の負荷の軽減による
ところが大きいと考えられる。なお親、教員
ともに統計学的には有意な変化を認めなか
った。 
 
(3) 特性不安 
表 3に、親と教員における特性不安の推移を
示す。前述のように特性不安は、個人の不安
になりやすい性格特性を反映しているため、
状況によって変動しやすい状態不安に比べ
ると、変化しにくいと考えられている。今回
の研究の主眼の１つはこの特性不安を改善
することである。 
 
表 3．親と教員における特性不安の推移 

 B S1 S2 S3 A1 A2 A3 A4 A5 A6 

親 46 46 46 43 42 41 41 41 41 43 

教員 45 46 45 43 48 46 42 43 44 49 

B:初期値、S1-3 はセミナー期間中を、A1-6 はセミ

ナー後１ヶ月～６ヶ月をそれぞれ示す。 親：P

＝0.79、教員：P＝0.99 

 
状態不安と同様に、初期段階では両群ともに
高い値を示していたが、状態不安と比較して
変動は少なかった。特に教員においては調査
期間を通じてほとんど変化は見られなかっ
た。 
 
（4）抑うつ 
介入調査期間中に CES-D を用いて評価した、
親および教員における抑うつ度の変化を表 4
に示す。 
 
 



 

 

表 4．親と教員における抑うつ得点の推移 

 B S1 S2 S3 A1 A2 A3 A4 A5 A6 

親 14 13 14 12 11 9 10 12 10 12 

教員 12 12 8 9 16 15 14 8 9 18 

B:初期値、S1-3 はセミナー期間中を、A1-6 はセミ

ナー後１ヶ月～６ヶ月をそれぞれ示す。 親：P

＝0.77、教員：P＝0.35 

 
状態不安とほぼ平行した変動が両群で認め
られた。初期値の平均は、親、教師ともに非
抑うつの範囲内であったが、親において教師
よりも若干抑うつが高い傾向を認めた。親で
は調査期間を通じて抑うつ度は漸減傾向を
示したが、教員では変動が大きく、かつ一定
の傾向を示さなかった。状態不安と同じく、
学校行事等の影響が大きいと考えられる。両
群ともに統計学的に有意な変化は示さなか
った。 
 
（5）主観的健康観（精神） 
表 5に、SF-8 を用いて評価した主観的な精神
的健康度の推移を示す。 
 
表 5. 主観的健康度（精神）の推移 

 S1 S2 S3 A1 A2 A3 A4 A5 A6 

親 46 46 46 48 47 48 48 49 44 

教員 46 50 47 45 44 45 43 42 47 

S1-3 はセミナー期間中を、A1-6 はセミナー後１ヶ

月～６ヶ月をそれぞれ示す。親：P＝0.83、教員： 

P＝0.50 

 
初回のセミナーにおいて、親、教員ともに標
準値の下位 25 パーセンタイルに相当する低
い値を示した。介入期間を通じて、親におい
てはほとんど変化を認めなかった。教員では、
比較的大きな変動があり、特にセミナー実施
時に一時的な改善を認めたが、最終的には有
意な改善効果は得られなかった。 
 
（6）主観的健康観（身体） 
表 6に、SF-8 を用いて評価した主観的な身体
的健康度の推移を示す。 
 
表 6. 主観的健康度（身体）の推移 

 S1 S2 S3 A1 A2 A3 A4 A5 A6 

親 49 50 49 49 49 50 50 49 50 

教員 48 47 48 46 47 39 43 50 43 

S1-3 はセミナー期間中を、A1-6 はセミナー後１ヶ

月～６ヶ月をそれぞれ示す。親：P＝0.99、教員： 

P＝0.59 

 

主観的な身体的健康度は、親においては、初
回のセミナーでほぼ標準値を示した。教員に
おいては比較的低い身体的健康度を認めた。
介入期間を通じて、親においてはほぼ変化を
認めなかった。教員においては学校行事が多
忙な時期に一致して、身体に関する低い主観

的健康度が認められた。 
 
（7）子供の問題行動 
CBCL を用いて評価した、対象者の子供の問題
行動得点（n=8）の介入前後の変化を表 7 に
示す。 
 
表 7. 介入前後の子供の問題行動の変化  

 介入前 介入後 P 値 

内向問題得点 65.1 64.4 0.64 

外向問題得点 61.6 60.0 0.01 

総合得点 70.1 65.9 0.11 

N=8. 得点は 100 点満点に換算した T得点を、P値

は対応のある t検定の結果を示す。64 点以上が臨

床的に問題とされる。 

 

攻撃的・破壊的行動、非行などで特徴づけら
れる外向的問題行動が、介入の前後で有意に
改善していた。総合的な問題行動得点も改善
の傾向を示していた。 
 
(8)考察と結論 
本研究では、マインドフルネス・ストレス低
減法を基盤としたライフスタイルの見直し
が、発達障害の児童の療育に関わる親や教員
の精神的ストレス低減につながるとの仮説
を立てたが、これは十分に立証できたとはい
えない。介入期間を通じて、不安、抑うつ、
主観的健康度すべてにおいて、親、教員とも
に有意な改善はみられなかった。親において、
わずかに状態不安、抑うつのみが改善傾向が
認められた。一方介入の前後で、子供の外向
的問題行動は改善していた。 
 今回の介入研究で、限定的な効果しか得ら
れなかった理由として以下の点が考えられ
る。 
1. サンプル数が少ない。 
2. 全回答者が全体の約25％であったことや

復習メールの送信希望者の少なさから推
察できる様に、興味関心を持って本気で
取り組んでいなかった可能性がある。 

3. 今回用いた手法は、マインドフルネスの
考え方に立脚しているが、オリジナルの
MBSR を、日常生活に自然な形で取り入れ
られる様にかなり修正している。集中し
て行うトレーニングに比べ、効果が現れ
るには相当の期間が必要かもしれない。 

4. サンプルおよび結果指標の選択が妥当で
なかった可能性がある。外来患者の様に
明らかに精神障害を持つ患者に、薬物療
法やその他の精神療法と併用して行えば、
よりはっきりした効果が得られるのかも
知れない 
 

一方で、事前調査において母親の抑うつや特
性不安と強い関連性を示した子供の外向的
問題行動は、介入の前後で改善していた。一



 

 

部の親において、状態不安や抑うつが改善し
たのは、介入効果に加えて、子供の問題行動
の改善のためかも知れない。もっともこれが、
今回我々が行った介入の、親子間の伝播効果
によるものか否かは不明である。介入とは全
く別の理由、例えば子供への治療により、子
供の問題行動が改善したためである可能性
もある。 
 今回、我々は事前に行った医学部学生への
予備調査の結果も踏まえて、MBSR をそのまま
の形で実施することは現実的ではないと判
断し、MBSR の概念に基づいて、これを日常生
活の中でより実践しやすい形に修正した方
法を考案した。結果として明瞭なストレス軽
減効果が得られなかった理由として考えら
れることは先に述べた通りであるが、MBSR の
臨床における効果が、欧米では実証されつつ
あることを考えると、本法が日本人において
も有効と考えられる素地は十分にある。今後、
方法のより一層の簡便化や、さらに長期間に
わたる経過観察によって、マインドフルネス
のストレス低減効果を実証する疫学的研究
が求められる。 
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